
1.　重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　その他の有価証券

（２）固定資産の減価償却方法
無形固定資産・・・・定額法によっている。

（３）引当金の計上基準
・ 退職給付引当金の計上基準について

　　　　
・ 役員退職慰労引当金の計上基準について

　　　　い

（４）消費税等の会計処理
・ 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

1,000,000,000 0 0 1,000,000,000
3,802,440,000 843,245,500 0 4,645,685,500
4,802,440,000 843,245,500 0 5,645,685,500

特定資産
　　退職給付引当資産 6,347,100 955,600 4,200,000 3,102,700
　　第55回大阪国際ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ記念公演開催資金 0 50,000,000 0 50,000,000

6,347,100 50,955,600 4,200,000 53,102,700
4,808,787,100 894,201,100 4,200,000 5,698,788,200

（注）上表の増加額、減少額には、満期日書き換えを含んでいない。

3.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味
財産からの充

当額）

（うち一般正味
財産からの充

当額）

（うち負債に対
応する額）

基本財産
1,000,000,000 ― (1,000,000,000) ―
4,645,685,500 (4,645,685,500) ― ―
5,645,685,500 (4,645,685,500) (1,000,000,000) ―

特定資産
　　退職給付引当資産 3,102,700 ― ― (3,102,700)
  　第55回大阪国際ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ記念公演開催資金 50,000,000 ― （50,000,000） ―

53,102,700 ― （50,000,000） (3,102,700)
5,698,788,200 (4,645,685,500) (1,050,000,000) (3,102,700)

　　基本財産定期預金
　　投資有価証券
　　　　　　　　　小　　計

　　　　　　　　　小　　計
　　　　　　　　　合　　計

科　　　　目

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

　　　時価のあるもの・・・決算末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっている。
　　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっている。

職員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると認められる額を
計上している。

常勤役員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると認められる
額を計上している。

科　　　　目

　　基本財産定期預金
　　投資有価証券
　　　　　　　　　小　　計

　　　　　　　　　小　　計
　　　　　　　　　合　　計
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